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研究成果の概要（和文）：多国籍企業における人材の国際移動をイノベーションにつなげる道筋とその実現に有効なマ
ネジメントについて研究を行った。まず、派遣という形の国際移動が多国籍企業の国境を越えた知識移転を高めている
こと、その効果は知識の種類によって異なることを明らかにした。また、知識移転が社内でイノベーションへつながっ
ていくためには、移転された知識が社内でシェアされ既存の知識と結合される必要があるが、そのプロセスを促進する
マネジメントの要因を見出した。さらに、人材の国際移動によってもたらされる社内人材の多様性が、創造的な研究開
発成果を高める幾つかのメカニズムとそれを支えるマネジメント要因も見出された。

研究成果の概要（英文）：The effects of research and development (R&D) professionals’ international 
mobility on R&D performance and innovation were analyzed in Japanese multinational firms. In addition, we 
specified the conditions under which these effects occur.
First, this study demonstrated that expatriation, a form of international labor mobility, promotes 
knowledge transfer within multinational firms beyond national borders and that the effect differs by 
types of knowledge. Second, prior studies have revealed that to stimulate innovation, it is vital to 
combine knowledge absorbed from outside organizations with knowledge existing internally. Specific 
incentives and management practices have been identified that promote linking of the knowledge absorption 
process and the combination process. Third, we found how diversity of R&D professionals caused by their 
international mobility can enhance creative performance and management factors that support the effect 
were identified.
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１．研究開始当初の背景 
20 世紀末より先進国政府は、海外から高度

人材を積極的に受け入れる政策を展開して
きた。高度人材の受入れはイノベーションと
経済成長につながると期待されているから
であるが、高度人材の国際移動とイノベーシ
ョンの関係に関する学術的研究は、国際的に
みても非常に少なく、高度人材を世界各国か
ら集めることが、実際にイノベーションにど
のように貢献するのかについては、科学的に
究明されているわけではなかった。 
また、海外直接投資が増え、多国籍企業が

海外の知識を獲得する上でアドバンテージ
を持つことは知られていたが、多国籍企業が
もつ豊かな情報・知識伝達チャネルがどのよ
うに形成され、それに国際移動を行った人た
ちがどのように関与しているのか、また、知
識や技術の獲得がイノベーションにつなが
るメカニズムや、そのメカニズムに国際移動
を行った人たちが果たす貢献については明
らかにされていなかった。そこで、国際移動
とイノベーションを関連づける研究が必要
になり、本研究がスタートした。 
 
２．研究の目的 
 イノベーションにおいて中心的役割を担
う研究開発（R&D）を研究対象として、イノ
ベーションのメカニズムを分析し、研究開発
者の国際移動が、国境を越えて展開される知
識（技術や情報を含む、以下同様）の移転と
創出に与える影響を明らかにすることが本
研究の目的である。その際に研究開発者の国
際移動が、イノベーションのメカニズムのど
の部分にどのような影響を与えるのか、研究
開発者の国際移動を研究開発成果につなげ
る組織のマネジメントは何かについて重点
的に研究をする。このことによって、国際移
動という変数とイノベーションの成果変数
の単なる数量的関係を示すのではなく、両変
数をつなぐブラックボックスの部分を解明
することを目指す。本研究の成果は、人材の
国際的な活用により知識のフローと創造を
促進する国や企業の政策に活用することが
できると考えられる。 
 
３．研究の方法 
 始めに、イノベーションや知識創造に関す
る先行研究をサーベイし、本研究の分析フレ
ームワークを構築した。研究開発組織は組織
外から知識を吸収してそれを社内に広め、社
内の既存知識と結合することによって新し
い知識を創出するというモデルに基づいて、
社外の組織との間で知識の移転・交換を行う
フェイズと、社外から吸収した知識を社内で
移転・変換・結合するフェイズに分けて分析
を行った。すなわち、各フェイズにおいて国
際移動を行った人材の人的資本や社会関係
資本がいかに利用され役立っているか、国際
移動の結果としての人材の多様性の効果は
何か、どのようなマネジメントが知識創造を

促進するかについて、詳細なモデルを構築し
て実証研究を行った。 
 実証研究では始めに、自動車産業、製薬業、
電機産業について、日本本社、日本に立地す
る R&D 組織、海外に立地する R&D 組織を対象
に 22 件のインタビューを行い、質的データ
を取集した。インタビューの内容は、国内と
海外の各事業所の設立の目的と役割、R&D 事
業所間の連携、海外の知識の吸収方法、グロ
ーバル研究開発の方法、日本人海外赴任者の
選抜と研究開発における活用、国内採用の外
国人の研究開発における役割、外国人の配
置・育成・処遇、グローバル研究開発に携わ
る人材の育成・能力開発などである。 
 次に、数量的データを収集するために 4種
類のアンケート調査を実施した。アンケート
調査の質問項目を設定するにあたり、上記の
インタビュー調査で得られた質的情報と先
行研究で得られた知見を利用した。日系企業
の海外R&D拠点を対象にしたアンケート調査
では、拠点の役割、自律性、本社との間の知
識移転、ローカル知識の吸収方法、派遣の実
施状況と派遣の理由、拠点と本社の連携の方
法、研究開発成果などに関して質問を行い
137 の有効回答が得られた。日系企業の R&D
本社を対象にした調査では、海外主要拠点と
の知識移転の状況、日本の R&D 本社における
研究開発者の人事評価、採用や人材育成の特
徴、外国人や海外派遣者の活用などについて
調査を行い、102 票を回収した。 
 また、組織ではなく研究開発者個人を対象
にした調査も行った。知識の移転・交換の実
施状況、過去のキャリアとキャリア観、仕事
に対する態度・能力、現在の業務、職場の HRM、
研究開発成果などについて質問を行い751の
有効票を回収した。さらに、チームの多様性
がチームの研究開発成果に与える影響を分
析するために、チームを単位としたアンケー
ト調査も実施した。88 チームの有効回答が得
られたこの調査では、チーム内での知識のや
りとり、チームの雰囲気、チーム内のコンフ
リクト、研究開発や仕事に関するメンバーの
考え方、チームの担当業務、チームリーダー
のマネジメント、チームの研究開発成果につ
いて質問を行った。以上の４つのアンケート
調査で得られたデータは、上記の枠組みの中
で設定された具体的なリサーチクエスチョ
ンと仮説を検証するために活用した。 
 
４．研究成果 
重点的に取り組んだ以下の４つの課題に

関して研究成果が得られた。 
 

(1) 多国籍企業内の海外派遣が日本本社 R&D
と海外R&D拠点の間の知識移転に与える
影響 

日系多国籍企業は海外派遣が多いことで
知られ、その派遣の主な目的は海外拠点のコ
ントロールと日本本社と海外拠点の間の知
識移転であるといわれてきた。しかし、海外



派遣の知識移転の効果については過去にほ
とんど実証されていなかった。日本の R&D 本
社と海外拠点との間の知識移転は組織が外
部から知識を吸収するフェイズに当たり、イ
ノベーションを起こす一プロセスである。こ
のプロセスに海外派遣という形の人材の国
際移動がどのような影響を与えているかを
分析することが本研究の一つの課題である。
この課題については、海外拠点を対象に行っ
たアンケート調査のデータを用いて分析を
行った。 
先行研究では派遣は本社から海外拠点へ

の方向ばかりが研究対象とされてきたが、逆
方向の派遣も頻度は相対的に少ないものの
実施されている。日本から海外拠点への派遣
の頻度は、海外拠点の規模と日本と海外拠点
との間の共同プロジェクトの有無に影響さ
れ、また、海外拠点から日本への派遣は、こ
れら 2つの要因に加えて、日本と拠点が立地
する国との地理的距離と文化的距離の影響
も受けていた。すなわち、地理的距離が大き
いとコストのかかる派遣は減少し、文化的距
離が大きいと知識吸収のための派遣は増加
することがわかった。 
また、日本本社 R&D 組織と海外拠点との間

でやりとりされる知識は、種類（内容や性質）
によって移転の方向が異なることがわかっ
た。「研究開発戦略・方針」と「社内の製品
仕様や品質基準」に関する知識は日本から海
外拠点へ、また、「市場の製品・技術ニーズ」、
「研究開発の進捗状況」、「新製品・技術に関
する市場評価」は海外拠点から日本に相対的
に多く移転されている。派遣の知識移転の効
果はこのような知識の種類や量によって異
なることが明らかになった。これは IT の発
達した今日では、TV 会議、電子メールなどの
IT 機器を利用して移転できる知識があり、コ
ストのかかる派遣を利用して移転される知
識は企業にとって重要な知識、派遣を利用し
た方が効率的に吸収・伝達できる知識に限ら
れているからである。 
さらに、海外拠点から日本 R&D 本社の方向

の派遣はほとんど注目されてこなかったが、
この方向の派遣も一部の知識の移転に役立
っていることもわかった。ただし、日本から
海外拠点への派遣も逆方向の派遣も、派遣元
から派遣先へ知識を運び入れて伝えるとい
うよりも、派遣先で吸収して派遣元へ持ち帰
るという効果の方が顕著にみられる。これは、
派遣先に滞在することによって、五感を通じ
て暗黙知も含めた知識の吸収がしやすくな
ったり、吸収できる知識の量が増えたりする
ためと考えられる。 
 

(2) 人材の国際移動による知識交換ネット
ワークの形成 

組織の外部から知識を吸収するために、勤
務先以外の組織の研究開発者とのソーシャ
ルネットワークが有用である。また、外部か
ら吸収した知識をイノベーションに向けて

他の社員と共有するために社内のソーシャ
ルネットワークが役立つ。移動によって生ま
れる人との出会いはネットワーク形成の契
機となるため、国際移動や社内の人事異動が
ネットワークの形成を介して社外からの知
識吸収と社内への知識移転を増やす効果を
検証することが本研究の第二の課題であっ
た。この課題については、主に日本の R&D 本
社に対するアンケート調査と研究開発者個
人に対するアンケート調査のデータを用い
て分析を行った。 
分析の結果、海外赴任経験もしくは高校以

降の留学経験のある人はない人に比べて、自
社の海外拠点や海外の他機関から研究開発
に関する知識をより多く吸収していること
がわかった。ただし、海外経験は国内他機関
の研究開発者とのネットワークを弱める傾
向も見出された。また、社内の人事異動が頻
繁な人ほど仕事上の情報交換を行う社内ネ
ットワークが広がる傾向も確認できた。ここ
から、企業がネットワーク構築を意図した戦
略的な人事異動を実施し、海外派遣者と外国
人社員に海外ネットワークを活かせる業務
を割り当てることが重要であるという提言
に至った。 
 

(3) 組織内知識移転と知識創造のマネジメ

ント 

組織外から吸収した知識を社内の文脈に
変換し社内の既存知識と新たな結合を起こ
すプロセスに必要なマネジメントについて
研究した。この課題については主に知識移転
のモチベーションと、外部知識の吸収と社内
の知識移転の連鎖という2つの観点から分析
を行った。 
 

① 知識移転のモチベーション 
 先行研究によると、知識移転が成功するた
めには、知識の送り手と受け手のそれぞれの
能力・モチベーション、送り手と受け手の関
係が重要である。本研究では始めに知識の送
り手のモチベーションについて研究を行っ
た。すなわち、知識所有者の内発的モチベー
ション（自身の内面的な要因、例えば活動自
体の楽しみ、達成感、成長感などに起因する
動機）が知識移転の積極性に与える影響と、
内発的モチベーションを高める要因につい
て、研究開発者個人に対するアンケート調査
で得られたデータを用いて分析した。その結
果、内発的モチベーションが知識共有への積
極性を促進させる可能性が示唆された。また、
研究開発者の内発的モチベーションを高め
る要因は、「職場の創造性を伸ばそうとする
風土」、「仕事における高い自律性」、「仕事に
おける高い自己効力感（自身の知識を他者に
説明できるという自信）」であることがわか
り、そのような環境を提供するマネジメント
の重要性を示した。 
 



② 外部知識の吸収と社内の知識移転の連鎖 
 組織外から吸収した知識を社内の文脈に
変換し社内の既存知識と新たな結合を起こ
すためには、外部から吸収された知識がさら
に社内の他者に移転されるという知識移転
の連鎖が必要になる。かつてはゲートキーパ
ーがこの両方の役割を担っていたが、欧米企
業を研究対象とした先行研究では、外部から
の知識吸収と社内の他者への移転という二
つのステップが近年分離し、知識移転の連鎖
が起こりにくい傾向が指摘されている。そこ
で本研究では、外部知識の吸収と社内での普
及を促進する要因を見出し、外部から吸収さ
れた知識を確実に社内でシェアしていくた
めに必要なマネジメントは何かについて、研
究開発者個人に対するアンケート調査のデ
ータを用いて分析した。 
 その結果、外部知識の吸収と社内での普及
を促進する要因は企業によって、また、同じ
企業の中でも知識源や知識の種類によって
異なることがわかった。その原因は、業務特
性、マネジメント、インセンティブなどのコ
ンテキストが影響を与えているからである。
業務特性は、知識伝達の必要性と伝達のコス
トにかかわる。また、マネジメントの面では、
社内の仲間に知識を伝達することがダイレ
クトに評価されたり、チーム業績への個人の
貢献度が評価されたりすると、知識移転は進
むことが見出だされた。さらに、知識シェア
はイノベーションや会社の業績向上につな
がるという期待や、職場の同僚に知識を教え
ると自分の仕事がはかどるという期待が、職
場内知識伝達を促進していることもわかっ
た。加えて、研究者個人のもつ「高い専門性」
は組織外部からの知識吸収を高めるが、「伝
達苦手意識」が職場内での知識伝達を妨げて
いることが見出だされた。すなわち、個々の
研究開発者が必ずしも両方の能力を備えて
いるとは限らないことが知識移転の連鎖の
妨げになっている。外部から知識を吸収する
能力を持った人々が職場内で伝達もできる
ように、意識的に能力開発をすることも、マ
ネジメントの課題である。 
 

(4) 人材多様性が研究開発成果に与える影
響 
 人材の国際移動が起こると、組織の中に外
国人や海外経験者などが含まれ人材の多様
性が生まれる。人材の多様性は知識の多様性
につながる傾向があり、多様な知識をもった
メンバー間の相互作用により、知識の斬新な
結合が期待される。その一方で、多様性はメ
ンバー間のミスコミュニケーションやコン
フリクトの原因になるおそれがあり、研究開
発成果にネガティブな影響を及ばすことも
考えられる。そこで、本研究では研究開発チ
ームを対象にしたアンケート調査のデータ
を用いて、多様性が創造的な研究成果に及ぼ
す影響を明らかにした。すなわち、多様性が
創造的成果にどのようなメカニズムで影響

を及ぼすのか、また、その影響力を制御する
要因（モデレート要因）は何かについて分析
を行った。先行研究によると多様性には表層
レベルの多様性（性別、年齢、人種などの身
体的特徴の多様性）と深層レベルの多様性
（考え方、価値観、態度などの多様性）があ
るが、研究開発成果に直接影響を与えると考
えられるのは後者であるため、本研究では後
者の多様性に焦点を当てた。ただし、前者と
後者は無関係ではないと考えられる。 
 本研究から以下のことが明らかになった。
第一に、多様性の種類によって創造的成果に
影響を及ぼすメカニズムが異なっていた。研
究志向（研究活動において何を最も重視する
か）の多様性は、主として創造的チーム効力
感（自分の所属するチームの創造性が高いこ
とに関する自信）を高めることで創造的成果
を高めていた。また、モチベーションの源泉
の多様性（仕事を行う上でどのような報酬を
重視しているか）は、チーム内コミュニケー
ションを促進することで創造的成果にプラ
スの影響を及ぼすと同時に、コンフリクトを
増やすことによってマイナスの影響も及ぼ
していた。さらに、仕事の進め方に関する多
様性は、創造的チーム効力感を高めると同時
に、チーム内コミュニケーションを促進する
ことで、創造的成果を高めていた。 
 第二に、それぞれの多様性の創造的成果に
与える影響は、リーダーシップ、創造的な風
土、チーム内の情報共有によって異なること
が明らかになった。すなわち、いずれの多様
性についても、これら要因がプラスの影響を
強めることがわかった。また、モチベーショ
ンの源泉の多様性が創造的成果にもたらす
マイナスの影響は、創造的な風土や情報共有
によって弱められることもわかった。 
 これらの知見から、研究開発チームの創造
的成果を高めるために、チームの多様性を高
めることが重要であることが明らかにされ
た。ただし、その効果を高めるために、チー
ム内に創造的な組織風土を創り上げること、
チーム内で十分な情報共有と行うこと、そし
て、チームリーダーが、チーム内のコミュニ
ケーションを活性化するようなリーダーシ
ップをとることが重要であることがわかっ
た。 
 
以上の研究成果を通じて、多国籍企業内の

人材の国際移動は、人的資本や社会関係資本
の獲得、組織間での知識移転の促進、組織の
外部知識の吸収、多様性から生まれる創造的
成果の促進等の効果をもつことがわかった。
ただし、このような効果を実現するためには、
それに適したマネジメントや組織風土を整
えていなければならないという結論も導か
れた。 
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